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１ 位置及び地勢 

本市は、神奈川県の北部に位置し、都心から約 40㎞と地理的条件に恵まれ、現在人口約

72 万人を擁する県下 3番目の市です。 

昭和の始めには既に JR 横浜線、JR 中央本線、JR 相模線、小田急線の鉄道が開通してお

り、昭和 30 年代以降、人口流入と企業進出により急速な発展を遂げ、またその後、京王相

模原線の乗り入れもあり、現在も首都圏有数の住宅都市、内陸工業都市として着実に進展

を続けております。 

市域は、旧津久井郡との合併により大きく広がり、北は東京都境、西は山梨県境に位置

し、東西に広がるその面積は 328.91ｋ㎡となっています。 

市域の東部は数多くの公共施設や商業施設を備えた都市部となっており、西部は相模湖、

津久井湖、宮ヶ瀬湖などに代表される神奈川県の水源地域を有し、国定公園や自然公園な

ど美しい自然にあふれた地域となっています。 

 

                    令和 3 年 4月 1日現在 

位   置 

面   積 

 

推 計 人 口 

世 帯 数 

人 口 密 度 

東経 139 度 22 分 26秒 北緯 35 度 34 分 16 秒 

328.91ｋ㎡ 

（東西 35.6ｋｍ 南北 22.0ｋｍ） 

722,715 人 

333,957 世帯 

2,197 人／ｋ㎡            
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２ 人口構成 

   総人口：718,219人（住民基本台帳による（外国人を含む））

   平均年齢：46.71歳

令和3年4月1日現在

95歳以上
2,223人
90-94歳
6,947人
85-89歳
16,467人
80-84歳
29,427人
75-79歳
39,853人
70-74歳
51,192人
65-69歳
41,122人
60-64歳
38,670人
55-59歳
47,561人
50-54歳
57,523人
45-49歳
60,858人
40-44歳

49,983人
35-39歳
43,542人
30-34歳
38,716人
25-29歳
39,235人
20-24歳
39,202人
15-19歳
31,750人
10-14歳
30,752人
5-9歳

28,534人
0-4歳

24,662人

0 10,000 20,000 30,000 40,000010,00020,00030,00040,000

男 ： 360,467人
平均年齢： 45.65歳

女 ： 357,752人
平均年齢： 47.78歳
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３ 地区別人口世帯数（公民館区別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 外国人住民人口国籍別数 

 

 

 

 

 

 

　　　　令和3年4月1日現在

男　性 女　性

計 344,745 718,219 360,467 357,752
大　沢 14,530 33,162 16,704 16,458
上　溝 14,968 33,470 16,974 16,496
橋　本 23,125 46,119 23,336 22,783
相　原 11,894 25,910 13,119 12,791
小　山 10,352 20,612 10,512 10,100
大野南 14,690 29,809 14,699 15,110
新　磯 5,896 13,328 6,772 6,556
麻　溝 8,065 17,940 9,158 8,782
田　名 13,465 30,430 15,562 14,868
大野北 28,997 60,968 30,658 30,310
大野中 9,575 20,167 9,918 10,249
星が丘 8,480 17,895 8,970 8,925
清　新 15,932 31,189 15,971 15,218
中　央 18,740 35,881 18,051 17,830
相模台 23,129 44,795 22,215 22,580
相武台 10,196 19,341 9,520 9,821
東　林 21,721 41,752 20,560 21,192
横　山 6,623 14,425 7,266 7,159
光が丘 7,594 16,729 8,247 8,482
大　沼 10,807 23,785 11,820 11,965
上鶴間 23,725 48,069 24,050 24,019
大野台 8,327 18,404 9,235 9,169
陽光台 4,567 10,130 5,030 5,100
城　山 10,420 23,433 11,717 11,716

津 久 井 地区 11,480 24,680 12,442 12,238
相 模 湖 地区 3,735 7,604 3,844 3,760
藤 野 地 区 3,712 8,192 4,117 4,075

※世帯数及び人口は、住民基本台帳による

地区名 世帯数 人　口

令和3年4月1日現在

人　口

4,313

2,551

2,022

1,735

615

455

425

390

323

319

2,779

15,927

そ　の　他

総　　数

国  　籍

中　　国

韓国又は朝鮮

イ　ン　ド

ブ ラ ジ ル

ネパール

パキスタン

カ ン ボ ジ ア

米国

ベ ト ナ ム

フ ィ リ ピ ン
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５ 沿革 

 

 

 

      

      

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年　度

昭和23年度

昭和28年度 9月

昭和29年度 4月

昭和38年度

昭和42年度

4月

5月

昭和46年度

昭和49年度

昭和50年度

昭和54年度

昭和57年度

平成5年度

平成7年度

平成10年度

保健所政令市の設置に伴い、相模原市保健所が設置
されることにより、神奈川県相模原保健福祉事務所
（相模原保健所）を廃止

神奈川県（相模原保健福祉事務所）

神奈川県相模原保健所を相模原町上溝5326に開設

富士見1－3－41に移転

神奈川県相模原保健所大野支所を上鶴間5326に開設

神奈川県食肉衛生検査所相模原駐在所を設置

神奈川県相模原合同庁舎新築に伴い本所が富士見6
－5－8に移転

相模原市母子保健計画を策定

保健所政令市の設置に向け保健
所準備課を設置

組織改正により市民部健康づく
り課となる

新たに保健指導を専門的に行う
部署として保健指導課を設置

保健指導課南保健指導班を設置

昭和45年度

昭和47年度 2月
神奈川県高相合同庁舎新築に伴い大野支所が相模大
野6－3－1に移転

昭和60年度

平成11年度 3月

平成9年度 4月

4月

神奈川県行政組織規則の一部改正により保健衛生部
及び環境衛生部を設置、管理課、保健衛生部（保健
予防課、衛生検査課、健康指導課）、環境衛生部
（環境衛生課、食品衛生課）及び大野支所の2部6課
1支所となる

神奈川県行政組織規則の一部改正により大野支所を
廃止する。新たに企画調整室を設置し、管理課、保
健福祉部（保健福祉課、保健予防課）、生活衛生部
（環境衛生課、食品衛生課）、衛生検査課の1室2部
6課となる。相模原保健福祉事務所として発足。

6月25日地域保健法施行令の一
部改正

相模原市

民生部保健衛生課

組織改正により民生部衛生課と
なる

組織改正により市民部衛生課と
なる

組織改正により衛生部衛生課と
なる

組織改正により市民部市民健康
課となる

平成9年4月から地域保健法の全
面施行に伴い、地域住民に身近
な母子保健サービス等が県から
市に移管される

神奈川県食肉衛生検査所相模原駐在所が出張所へ昇
格

組織改正により保健衛生部健康
づくり課となる
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保健所職員

平成12年度
（2000年）

161名
市職員＝125名
県職員＝36名

※県から5年間
の人的支援開
始

平成13年度
（2001年）

163名
市職員＝132名
県職員＝31名

平成14年度
（2002年）

平成15年度
（2003年）

平成17年度
（2005年）

190名
市職員＝184名
県職員＝6名

・第1回市民健康づくり推進月間を開
始。街頭キャンペーン始まる。

平成16年度
（2004年）

○市制施行50周年 ・4月　健康度評価事業開始（～H19年 170名
市職員＝159名
県職員＝11名

※5年間にわた
る県の専門職
の人的支援終
了

■10月23日　新潟県中越地
震発生
○11月20日　50周年記念式
典

・7月　医療観察法施行
・10月24日　NHK健康フェア健康づくり
のつどい開催（総合体育館、麻溝公園）
・10月　特定不妊治療費の助成開始

・11月1日～26日　新潟県中越地震支援
のため保健師（延べ10名）を川口町に派
遣
・12月　フィブリノゲン製剤の納入医療
機関リスト公表に伴う相談業務開始
・1月1日　八千代銀行相模原支店ウェル
ネス出張所にて県の手数料も収納可能に

○1月　高病原性鳥インフル
エンザが山口県で発生

・6月1日　精神障害者地域生活支援セン
ター「カミング」開所

159名
市職員＝140名
県職員＝19名

■8月　健康増進法スタート

○4月1日　中核市に移行 ・4月　中核市保健所として、県から新
たに小児慢性特定疾患医療、育成医療、
墓地等の経営の許可に関する業務等が権
限移譲される。

168名
市職員＝154名
県職員＝14名

◎4月　新型肺炎SARSが北京
などで猛威

・｢すこやか親子さがみはら21(相模原市
母子保健計画)｣スタート（～H22）

◎世界の動き■国の動き
　○市の動き

■「21世紀における国民健
康づくり運動（健康日本
21）」スタート（H12年～
H22年）
■保健事業第4次計画スター
ト(H12年～H16年度）
■介護保険制度スタート

・4月1日　保健所政令市となる。保健福
祉部保健所を開設。地域保健課、保健予
防課、生活衛生課（食肉衛生検査所含
む）、衛生試験所、中央保健センターの
各課を設置
・4月1日　相模原市総合保健医療セン
ター（ウェルネスさがみはら）開館
・同センターに｢保健と福祉のライブラ
リー」を開所
・10月28日　さがみはら健康都市宣言

■「健やか親子21」スター
ト（H13年～H22年）

・3月31日　神奈川県内のと畜場の統合
に伴い相模原市食肉衛生検査所を廃止
・10月　全国に先駆け「保健所における
児童虐待予防対応マニュアル」作成

◎2月26日　インドネシア・
スマトラ島沖で巨大地震、
津波が発生
○2月18日　相模原市、城山
町、津久井町、相模湖町が
法定合併協議会設置合意書
に調印

相模原市保健所の動き

◎3月　新型肺炎SARSが世界
規模で広がり、WHOが緊急警
報

・相模原市保健医療計画～みんな元気
「さがみはら健康プラン21」スタート
（～H22）

○7月　津久井4町長から合
併の申し入れ

・2月11日　さがみはら市民健康づくり
会議設立

○3月20日　相模原市、津久
井町、相模湖町の1市2町合
併
■6月　食育基本法成立
■6月　介護保険法一部改正
■7月　小児慢性特定疾患治
療研究事業の制度改正に伴
い、「小児慢性特定疾患医
療給付」が児童福祉法に法
制化

・4月1日　保健所組織再編（主に地域保
健課、中央保健センター）
・4月1日　結核予防法の改正に伴い、｢
相模原市結核診査協議会条例の一部を改
正する条例｣施行
・4月 南保健福祉センター開設
・4月「ひきこもり相談・支援事業」開
始
・7月1日　医療安全相談窓口を開設
・8月31日～9月5日　第１回伊勢丹いき
いき健康フェア開催
・3月20日　津久井保健センター開設
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保健所職員

206名
市職員＝196名
県職員＝10名

　

・衛生試験所における水系感染症検査の
充実（クリプトスポリジウム）

○4月1日　市役所組織再編
副市長制・局制を導入
○4月　相模原麻溝公園競技
場、小山公園ニュースポー
ツ広場オープン
■4月　がん対策基本法施行
■4月　感染症の予防及び感
染症の患者に対する医療に
関する法律の一部改正(結核
予防法廃止）

・衛生試験所における検査体制の拡充
（食品中の残留農薬検査、感染症発生動
向に係る病原体検査の開始）
・保健医療計画及び母子保健計画の中間
評価を実施
・7月19日～8月13日　新潟県中越沖地震
支援のため保健師（延べ10名）を柏崎市
に派遣

◎4月　新型インフルエンザ
（Ａ/Ｈ１Ｎ１）がメキシコ
及び米国で発生
■4月　「こんにちは赤ちゃ
ん事業」が児童福祉法一部
改正に伴い、法制化
■5月　国内初の新型インフ
ルエンザ感染者が発生

・3月「働く人の健康づくり地域・職域
連携推進連絡会」事業計画作成
・衛生試験所における検査体制の拡充
（クォンティフェロン検査(QFT)、新型
インフルエンザウイルス遺伝子検査の実
施）

・神奈川県の「病院等の開設等に関する
指導要綱」に基づき、相模原二次医療圏
の病床募集の実施

◎6月　新型インフルエンザ
の世界的な流行に伴い、世
界保健機関（WHO）が警戒水
準をフェーズ6に引き上げ

215名
市職員＝214名
県職員＝1名

・4月「相模原市新型インフルエンザ対
策本部」設置
・6月「相模原市新型インフルエンザ医
療対策会議」設置

平成20年度
（2008年）

○6月　日米合同委員会で相
模総合補給廠の一部（約
17ha）返還合意

■4月「特定健康診査及び特
定保健指導」スタート

・4月1日　保健所組織再編（地域保健
課、医事薬事課）

■7月16日　新潟県中越沖地
震発生
■3月　老人保健法全面改正

・4月～9月　麻しんの流行に伴い「定期
外麻しん予防接種」実施
・6月「働く人の健康づくり地域・職域
連携推進連絡会」設置

・3月「相模原市食育推進計画」策定

平成19年度
（2007年）

・4月1日　保健所組織の再編（健康企画
課、中央保健センター、南保健セン
ター、津久井保健センター）

・4月「自殺総合対策事業」開始
・4月「こんにちは赤ちゃん事業（乳児
家庭全戸訪問事業）」開始

214名
市職員＝210名
県職員＝4名

平成21年度
（2009年）

211名
市職員＝205名
県職員＝6名

・4月1日　感染症の予防及び感染症の患
者に対する医療に関する法律の施行に関
する規則施行

相模原市保健所の動き

平成18年度
（2006年）

○3月11日　相模原市、城山
町、藤野町の1市2町合併
■4月 障害者自立支援法施
行
■10月自殺対策基本法施行

・4月1日　衛生試験所を移転整備（環境
保全に係る検査部門を統合）
・4月1日　介護保険法の一部改正に伴い
「介護予防事業」が高齢者福祉課介護予
防推進室へ移行

・6月1日　結核患者に対する服薬支援事
業（DOTS事業）開始

◎世界の動き■国の動き
　○市の動き

○10月　全国で19番目の政
令指定都市として閣議決定
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保健所職員

平成24年度
（2012年）

176名
市職員＝176名

■4月　宮崎県で口蹄疫発生

■4月  神奈川県受動喫煙防
止条例施行
■6月　小惑星探査機「はや
ぶさ」帰還

177名
市職員＝177名

■7月1日　食品衛生法の改
正により、牛のレバーを生
食用として販売・提供する
ことを禁止
○10月1日　路上喫煙の防止
に関する条例施行
◎12月　山中伸弥氏ノーベ
ル医学生理学賞受賞
○3月15日　ｂｏｎｏ相模大
野オープン
○3月18日　緑区合同庁舎
オープン（緑保健センター
も同所に移転）
○3月30日　さがみ縦貫道路
相模原愛川ＩＣ開通
◎3月～　中国で鳥インフル
エンザ（H7N9型）感染者が
死亡

・4月1日～ 相模原市がん検診受診促進
パートナー制度開始
・4月1日　相模原市食育推進委員会条例
施行
・4月　母子保健事業推進協議会廃止
・4月　母子保健事業推進懇談会設置
・4月　歯科保健事業推進懇談会設置
・5月～　がんピアサポート事業開始
・6月1日～　市民の持ち込みによる食品
の放射性物質検査を開始
・9月1日　不活化ポリオワクチン個別予
防接種開始
・11月1日　四種混合（百日せき・ジフ
テリア・破傷風・不活化ポリオ）ワクチ
ンが定期予防接種に
・3月　相模原市保健医療計画～みんな
元気「さがみはら健康プラン21」策定
(平成25年度～29年度）
・3月　相模原市母子保健計画－すこや
か親子さがみはら21－策定(平成25年度
～29年度）

■3月11日　東日本大震災発
生

176名
市職員＝174名
県職員＝2名

平成23年度
（2011年）

■4月　ユッケによる集団食
中毒発生

○12月　受入医療機関確保
基準「相模原ルール」策定

・4月6日～　青山学院大学の協力の下、
市内簡易水道水の放射性物質検査開始
（5月終了）
・4月28日　大船渡市へ派遣していた保
健師の最終隊が帰還（延べ148名）
・5月24日　衛生試験所にゲルマニウム
半導体検出器を導入
・6月7日～　衛生試験所における放射性
物質検査開始

平成22年度
（2010年）

○4月　政令指定都市移行 ・4月1日　保健所組織再編（疾病対策
課、緑保健センター）、福祉部に精神保
健福祉課、精神保健福祉センター、城山
保健福祉課、津久井保健福祉課、相模湖
保健福祉課、藤野保健福祉課
・4月　肝炎インターフェロン治療等医
療費助成制度の拡充
・4月　政令指定都市移行により、県か
ら動物取扱業の登録及び特定動物飼養保
管の許可について事務移譲、｢相模原市
動物の愛護及び管理に関する条例｣施行
・1月　検査体制の拡充のため衛生試験
所の改修（3月終了）
・3月 子宮頸がん等予防接種事業を開始
(任意予防接種：子宮頸がん予防、ヒ
ブ・小児用肺炎球菌ワクチン接種）
・3月14日～　東日本大震災支援のた
め、保健師を大船渡市に派遣

◎世界の動き■国の動き
　○市の動き

相模原市保健所の動き
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保健所職員

平成25年度
（2013年）

183名
市職員＝183名

平成26年度
（2014年）

198名
市職員＝198名

平成27年度
（2015年）

204名
市職員＝204名

○緑区区制施行5周年
○無錫市友好都市締結30周
年
■9月19日　安全保障関連法
が成立
■10月5日　共通番号（マイ
ナンバー）制度関連法が施
行

・1月20日より特定不妊治療費の助成額
を拡充
・4月　衛生試験所が衛生研究所へ移行
・6月～10月　デング熱等蚊媒介ウイル
スのサーベイランスの実施
・7月～　健康増進事業の内容を変更
し、新たに「生活習慣病予防運動教室」
を開始
・1月1日～　妊婦健康診査費助成拡充
・～3月　衛生研究所における検査体制
の拡充（ミネラルウォーター類の検査法
の確立、輸入加工食品の有機リン系農薬
の検査法の確立、ジカウイルス検査体制
の確立、感染症発生動向調査のノロウイ
ルス遺伝子解析の確立

○市制施行60周年
■4月1日　消費税8％スター
ト
○4月1日　相模原麻溝公園
第2競技場オープン
○6月28日　圏央道の市内区
間が全線開通
◎8月　エボラ出血熱でWHO
が緊急事態宣言
■8月　デング熱の国内感染
を確認
○9月1日　九都県市合同防
災訓練実施
■1月1日　難病の患者に対
する医療等に関する法律施
行
■3月14日　北陸新幹線開業

・4月1日～　40～59歳としていた胃がん
検診内視鏡検査の対象年齢の上限を撤廃
し、対象年齢を拡大
・～8月　衛生試験所における食品検査
項目の拡充（指定外添加物）、および感
染症検査体制の確立（デングウイルス、
腸管出血性大腸菌O157迅速遺伝子配列比
較法）
・10月1日～　水痘、高齢者の肺炎球菌
ワクチンが定期予防接種に
・1月1日　小児慢性特定疾病医療費助成
制度　改正
・2月　「相模原市保健師の保健活動に
関する指針」策定
・3月2日　全国健康保険協会（協会けん
ぽ）神奈川支部と「健康づくりの推進に
関する覚書」締結

■6月22日　富士山が世界文
化遺産に登録決定
■9月7日　2020年夏季五
輪・パラリンピックの開催
地が東京に決定
○9月9日　市自殺対策ＨＰ
「リブちゃんネル」開設
■10月1日　消費税率8％へ
引き上げ決定(平成26年4月
～）
○10月10日　ペアナードオ
ダサガ オープン
○10月17日　相模総合補給
廠北側外周部分の一部返還
が日米合同委員会で合意

・4月1日　地方分権一括法（第２次一括
法）の施行に伴い、県から理・美容所、
クリーニング所、旅館業、興行場及び公
衆浴場の衛生措置基準の設定等について
権限移譲
・4月1日～　子宮頸がん予防、ヒブ、小
児用肺炎球菌ワクチンが定期予防接種に
・4月1日～　40～59歳の人を対象に、胃
がん検診に内視鏡検査を導入
・4月26日～　大人の風しん予防接種の
費用助成開始
・5月　「不妊・不育専門相談」開始
・6月14日～　子宮頸がん予防ワクチン
の積極的勧奨差し控え
・9月2日～　高齢者の肺炎球菌予防接種
の費用助成開始（12月終了）
・11月　相模原市新型インフルエンザ等
対策行動計画策定
・1月6日～　13価ワクチンによる小児用
肺炎球菌ワクチン補助的追加接種への費
用助成開始（3月終了）
・3月　第2次相模原市食育推進計画策定
（平成26年度～30年度)
・3月　相模原市歯と口腔の健康づくり
推進計画策定（平成26年度～29年度）
・3月　母子保健事業推進懇談会廃止
・3月　歯科保健事業推進懇談会廃止
・3月　歯科保健事業推進審議会設置

◎世界の動き■国の動き
　○市の動き

相模原市保健所の動き
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保健所職員

平成28年度
（2016年）

202名
市職員＝202名

平成29年度
（2017年）

150名
市職員＝150名

◎日系英国人のカズオ・イシグ
ロがノーベル文学賞を受賞
■プレミアムフライデー初実施
■７月　特定外来生物「ヒアリ」
が県内で確認。全国に先駆け
「ヒアリコールセンター」を開設
■10月　国の健康・医療戦略に
「未病」が明記
ME-BYOサミットの国際シンポジ
ウムを箱根で開催。
■3月　神奈川県保健医療計画
改定・・2025年を見据えた地域
医療構想の推進

・4月1日　保健所組織再編（地域保健課・健
康増進課・中央保健センター）
・市の組織改編に伴い、母子保健業務は、こ
ども・若者未来局に移管
・6～10月　ジカ熱等蚊媒介ウイルスのサーベ
イランスを実施
・10月　乳がん予防啓発のため、ウェルネスさ
がみはらのピンクライトアップを開始（点灯期
間：10月25日～31日）
・12月～糖尿病性腎症重症化予防事業開始
・～3月　衛生研究所における検査体制の拡
充（甘味料、動物用医薬品、家庭用品の項目
の拡充等）
・3月　相模原市保健医療計画（第2次後期）
～みんな元気「さがみはら健康プラン21」策定
（平成30年度～34年度）
・3月　第2次相模原市歯と口腔の健康づくり
推進計画　策定（平成30年度～34年度）
・3月　第4次相模原市母子保健計画－すこや
か親子さがみはら21－策定（平成30年度～34
年度）

◎2月　ＷＨＯがジカ熱の流行
について緊急事態を宣言
■3月26日　北海道新幹線が開
業
■3月29日　安保法（平和安全
法制）が施行
■4月14・16日熊本地震発生
■6月19日　「18歳選挙権」施行
○7月26日　相模原障害者施設
殺傷事件

・H28年4月～H29年3月　難病法の権限移譲
に係る移譲事務の検討において、本市が指定
都市を代表して、国との交渉役を担い、国と指
定都市との合意を締結
・～3月　衛生研究所における検査体制の拡
充（指定外着色料検査法の確立、残留農薬
検査の対象作物の拡充等）
・3月31日　保健と福祉のライブラリーが閉館
・4月20日～6月30日　熊本地震災害支援の
ため、保健師等を熊本県に派遣
・6～10月　ジカ熱等蚊媒介ウイルスのサーベ
イランスの実施
・9月～　さがみはら健幸ポイント制度（モデル
事業）を開始
・10月1日～　B型肝炎ワクチンが定期予防接
種に
・10月7日　公益社団法人相模原市薬剤師会
と「薬物乱用防止啓発事業の実施に係る基本
協定書」締結
・10月21日　保健と福祉のライブラリーがウェ
ルネスさがみはら2階に移転し、開館時間を午
後5時までに短縮

◎世界の動き■国の動き
　○市の動き

相模原市保健所の動き
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保健所職員

平成30年度
（2018年）

149名
市職員＝149
名

令和元年度
（2019年）

150名
市職員＝150
名

■6月　15年ぶりとなる食品
衛生法の大改正（HACCP
の制度化など）
■6月15日　住宅宿泊事業
法（民泊新法）が施行
■平成30年7月豪雨災害
発生

・4月1日　難病法第40条大都市特例規定によ
り、県から難病法の事務が移譲される
・4月～　衛生研究所において国との共同研
究事業を開始
・相模原協同病院の移転に伴い、感染症病床
の施設・設備整備費について、補助制度を創
設
・骨粗しょう症予防事業を委託から直営へ変
更
・6月～10月　ジカ熱等蚊媒介ウイルスのサー
ベイランスの実施
・7月～「健活！さがみはら～みんなで伸ばそ
う健康寿命～」をキャッチフレーズとした健康
づくりの啓発促進キャンペーンを開始
・7月24日～8月2日豪雨災害支援のため保健
師等を広島県竹原市に派遣
・1月　保健所一般健康相談は身近な地域の
医療機関等の案内や各保健センターの健康
相談等へ事業を転換
・1月　衛生研究所内に感染症情報センターを
設置。市民向けの情報発信を疾病対策課から
衛生研究所へ移管
・3月　第3次相模原市食育推進計画策定（令
和元年度～4年度）
・～3月　衛生研究所における検査体制の拡
充（成分基格項目の拡充等）

◎世界の動き■国の動き
　○市の動き

相模原市保健所の動き

■5月1日　天皇陛下即
位　令和に改元
■10月12日～13日　令
和元年東日本台風発生
■1月16日　新型コロナ
ウイルスに関連した肺
炎の患者の発生（国内
１例目）
〇1月31日　相模原市事
件・事故等対処計画
「危機監視体制」(危機
レベル１)を配備
■2月1日　新型コロナ
ウイルス感染症が指定
感染症に指定
〇2月14日　新型コロナ
ウイルス感染症に関す
る連絡会議兼対策本部
会議を実施
■2月25日　新型コロナ
ウイルス感染症対策の
基本方針を決定
〇2月28日　国へ市単独
の緊急要望書を提出
■3月13日　 新型イン
フルエンザ等対策特別
措置法改正（14日施
行）
■3月24日　東京五輪・
パラリンピックが１年
延期決定
■3月28日　新型コロナ
ウイルス感染症対策の
基本的対処方針の決定

・10月　令和元年東日本台風において床
上浸水等の家屋を対象に消毒薬の支給を
実施、保健師等による被災者の健康管
理、避難所内の環境整備を実施
・1月～　生活習慣病重症化予防保健指
導開始
・1月23日　健康危機管理保健所内対策
会議を実施
・1月27日　健康危機管理庁内対策会議
を実施
・1月30日　新型コロナウイルス感染症
に関する連絡会議を実施
・2月　新型コロナウイルス感染症検査
体制の確立
・2月10日　帰国者・接触者相談セン
ターを設置
・2月13日　医療体制の検討を行うた
め、医療対策会議を開催
・2月29日　新型コロナウイルス感染症
コールセンターを設置
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保健所職員
◎世界の動き■国の動き

　○市の動き
相模原市保健所の動き

〇政令指定都市10周年
■4月7日　新型インフ
ルエンザ等対策特別措
置法に基づく「緊急事
態宣言」を発令（神奈
川県を含む7都府県）
〇4月8日　新型コロナ
ウイルス感染症相模原
市対策本部会議を実
施、市対策本部を設
置、本市の対応方針を
決定
■4月16日　「緊急事態
宣言」の対象地域を全
国に拡大
■5月14日　8都道府県
を除く39県で宣言解除
■5月21日 関西3府県で
宣言解除
■5月25日　神奈川県を
含むすべての都道県で
宣言解除
■7月　熊本県を中心に
九州や中部地方で集中
豪雨
■9月16日　安倍首相退
任に伴い菅首相が就
任、新内閣が発足
■12月6日　小惑星探査
機「はやぶさ２」が帰
還、小惑星リュウグウ
の試料を持ち帰る
■1月7日　神奈川県を
含む4都県で「緊急事態
宣言」を発令（2月7日
まで）
■1月13日　「緊急事態
宣言」の区域変更（7府
県を追加）
■2月2日　「緊急事態
宣言」の期間延長（3月
7日まで）及び区域変更
（1県解除）
■2月3日　新型インフ
ルエンザ等対策特別措
置法等の一部を改正す
る法律（13日施行）
■2月26日　「緊急事態
宣言」の区域変更（6府
県解除）
■3月5日　神奈川県を
含む4都県で「緊急事態
宣言」の期間延長（3月
21日まで）
■3月18日　神奈川県を
含む4都県で「緊急事
態」の終了

令和２年度
（2020年）

・4月1日　医療政策の推進を図るため、
保健所と地域医療課の一部及び国民健康
保険診療所を統合し、「保健衛生部」に
改編
・4月20日　新型コロナウイルス感染症
軽症者宿泊療養施設を設置
・6月11日　相模原市医師会に委託し集
合検査場（ドライブスルー検査）を開始
・8月18日　新型インフルエンザ等医療
対策会議を実施（新型コロナについて意
見交換）
・11月2日　「帰国者・接触者相談セン
ター」と「新型コロナウイルス感染症
コールセンター」を統合し「新型コロナ
ウイルス感染症相談センター」を設置
・1月11日　新型コロナウイルス感染症
新規陽性者75人を公表（令和2年度の1日
当たりの最多公表数）
・1月12日　新型コロナウイルス感染症
対応を強化するため、感染症対策課を新
設
・3月16日～26日　新型インフルエンザ
等医療対策会議（新型コロナについて意
見交換）を実施
・3月25日　アクサ生命保険株式会社と
「健康経営の普及促進及び健康増進に関
する協定」締結

211名
市職員＝211
名
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保
健
衛
生
部
長
（
保
健
所
長
） 

疾病対策課 難病対策班、予防接種班 

乳幼児等の予防接種、特定医療費(指定難病)医療援護事務、原子

爆弾被爆者援護事務等 

地域保健課 

地域保健に係る調査研究・企画調整、保健所内の総合調整、総合

保健医療センター管理、地域保健医療に係る人材育成、学生等の

実習指導の総合調整、病院・診療所・薬局等の許可等事務、医療

機関等への立入検査、医師・歯科医師等医療関係従事者の免許関

係事務、医療安全相談、献血等推進、薬物乱用防止事業等 

地域保健班、医事薬事班 

 

保
健
衛
生
部
参
事
（
保
健
所
副
所
長
） 

感染症対策課 総務班、新型コロナウイルス感染症調整・支援班、新型コ
ロナウイルス感染症対策班 
 

感染症予防・啓発、結核予防対策、HIV(エイズ)・性感染症匿名

検査・相談、肝炎ウイルス検査、新型コロナウイルス感染症の療

養の調整・支援・宿泊療養施設の運営等 
 

医療政策課 
地域医療に係る政策調整（地域包括ケアシステムに関するものを

除く）、急病診療事業（精神障害者に関するものを除く）、総合的

な診療能力を有する医師養成、看護師等の確保対策、市立診療所

及び国民健康保険診療所の管理・運営、災害時保健・医療調整本

部及び医療救護、医療関係団体との連絡調整等 

国民健康保険青根診療所 診療、調剤及び製剤、健康管理相談等 

国民健康保険内郷診療所 診療、調剤及び製剤、健康管理相談等 

国民健康保険日連診療所 診療、調剤及び製剤、健康管理相談等 
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生活衛生課 

狂犬病予防・動物愛護事務、猫の不妊去勢手術助成、動物取扱業

の登録、特定動物飼養保管許可、環境衛生営業等の許可等、調理

師・クリーニング師等の免許事務、食品等営業施設の許可等、食

中毒調査、食品衛生知識の普及啓発、墓地等経営許可等 

総務班、生活衛生班、食品衛生班、津久井班 

健康増進課 健康づくり班、成人保健班 

保健事業の企画・調査研究、各種がん検診等健康診査事業、健康・

栄養・歯科等の教育・相談、栄養改善事業の推進、健康づくり普

及員の養成・育成支援、働く人の健康づくり地域・職域連携事業、

市民健康づくり運動推進事業、受動喫煙対策等 

 中央保健センター 

地域保健事業の調査研究・企画、成人の保健事業、栄養改善事業、

難病患者の保健事業、特定保健指導等 

緑保健センター、南保健センター 

衛生研究所 

 

 
衛生及び環境保全に係る試験検査、衛生に係る調査研究、
公衆衛生情報の収集・解析・提供、衛生に係る研修指導
等 
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７ 保健・医療・福祉関係施設 

令和 3年 3月 31 日現在 

施 設 別 施設数 施 設 別 施設数 

医 療 施 設 等 障 害 者 支 援 施 設  8 

 病院 36 障害児通所施設（センター） 

一般診療所 436  福祉型児童発達支援センター  3 

歯科診療所 364 医療型児童発達支援センター  1 

助産所 20 障害児入所施設 

（うち出張専門） 10  福祉型障害児入所施設  1 

 医療型障害児入所施設  2 

薬  事  施  設 地域活動支援センター 

  薬局 310  地域活動支援センター  9 

医薬品販売業 185 精神障害者地域活動支援センター  4 

施 術 所 児 童 福 祉 施 設 

 あんま・はり・きゅう 701  公立保育所 24 

 （うち出張専門） 321 私立保育所 79 

柔道整復 268 公立幼保連携型認定こども園  1 

保 健 福 祉 施 設 私立幼保連携型認定こども園 34 

 養 護 老 人 ホ ー ム 1 私立保育所型認定こども園  1 

 特別養護老人ホーム 42 助産施設  2 

介 護 老 人 保 健 施 設 13 乳児院  1 

介護療養型医療施設 3 母子生活支援施設  1 

ケ ア ハ ウ ス 9 児童養護施設  2 

グ ル ー プ ホ ー ム 75 

高齢者支援センター 29 

訪問看護ステーション 64 

デイサービスセンター 261 

老人福祉センター 3 

ふれあいセンター 2 
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８　保健所職員体制

合
計

(

人
）

医
師

歯
科
医
師

事
務

保
健
師

看
護
師

管
理
栄
養
士

歯
科
衛
生
士

診
療
放
射
線
技
師

獣
医
師

薬
剤
師

臨
床
検
査
技
師

化
学

保健衛生部 2 1 1

地域保健課 19 6 3 1 9

医療政策課 14 13 1

国民健康保険
青根診療所

2 1 1

国民健康保険
内郷診療所

2 1 1

国民健康保険
日連診療所

2 1 1

疾病対策課 35 1 29 3 2

感染症対策課 28 2 13 11 2

生活衛生課 33 4 1 19 9

衛生研究所 19 2 4 8 3 2

健康増進課 27 2 11 8 4 2

中央保健センター
(緑・南保健センター
含む）

28 2 22 4

合　　　計 211 7 2 81 47 3 9 2 3 23 29 3 2

令和2年4月1日現在
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 ９　保健所における収支決算状況

（１）収入決算額 　　　　　　 (円)

令和元年度 平成30年度

728,129,614 520,998,788
5,268,898 2,882,562

使用料及び手数料 70,963,398 71,897,167
国庫支出金 633,818,974 426,904,442
県支出金 2,457,170 1,838,780
財産収入 4,968,560 4,788,751
繰入金 127,400 62,300
諸収入 10,525,214 12,624,786

（２）支出決算額 　　　　　　 (円)

令和元年度 平成30年度

5,131,956,460 4,658,937,842
衛生費　保健衛生費計 5,130,818,931 4,657,595,715

保健衛生総務費 281,177,263 269,551,684
成人保健費 1,716,674,332 1,691,119,459
保健予防費 2,938,123,667 2,550,350,381
生活衛生費 49,670,784 53,938,401
衛生研究所費 145,172,885 92,635,790

総務費　総務管理費計 1,137,529 1,342,127
人事管理費 1,137,529 1,342,127

計

計

分担金及び負担金


